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就業状況別の在留外国人結核の推移とその背景

1星野　斉之　　1大森　正子　　2岡田　全司

は じ め に

　外国人（外国出生または外国国籍）の登録結核患者数

は，米国や西欧の一部（英国，スウェーデン，オランダ，

デンマーク，ベルギー，スイス，ノルウェー等）では年

間登録患者の半数以上を占めており，高い罹患率，低い

治療成功率や高い薬剤耐性率などの課題が指摘されてい

る1～3)。日本でも同様に，高い罹患率，受診の遅れ，低

い治療成功率などが結核対策上の課題として報告されて

きた4～6)。日本では，結核登録者情報調査（2006年まで

は結核発生動向調査）に1998年から国籍に関する入力

項目が入り，外国国籍の者（以下，在留外国人）の結核

登録者の状況が把握できるようになり，2007年からは

出身国別の分析も可能になった。在留外国人の登録結核

患者数は，730人（1998年）から次第に増加を続け，945 

人（2008年）に達している。また，治療成績では，日

本国籍の者に比して死亡率は低いが，脱落率が高い傾向

などが指摘されている7)。本報告では，1998年以降の在

留外国人結核患者数の推移を就業状況別に検討し，その

背景を解析した。

方 法

　就業状況（労働者，学生，家事従事者等）別の在留外

国人結核患者数と，該当する就業状況にある在留外国人

の人数を各種の統計から入手して推移の検討を行った。

就業状況別の在留外国人結核患者数は，結核登録者調査

年報から入手した。外国人労働者数の推計〔就労目的外

国人（専門的・技術的分野），技能実習生，留学生のア

ルバイト，日系人労働者，不法就労者等の和〕，は外国

人労働者数の推移（http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/3820.

html）から得た。

　学生（留学生と就学生），配偶者，定住者，永住者等

の人数は，在留外国人統計（http://www.immi-moj.go.jp/

toukei/index.html）から得た。また，近年における在留

外国人結核患者の就業状況別の状況を検討するために，

結核登録者調査年報から，2007年から2008年の外国籍
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要旨：〔目的〕先進国では外国人結核が課題である。日本の現状を検討することを目的とした。〔方法〕

在留外国人の就業状況別患者数と罹患率の推移を解析した。〔結果〕1998年以降の労働者と学生の患

者数は増加傾向を示し，要因として母数としての労働者と学生の増加が示唆された。家事従事者の

患者数に一定の傾向はなく，永住者数は増加傾向だったが，配偶者等の数は横ばいであり，永住者

数の影響は小さいと考えられた。罹患率の推移は，労働者は不変で，学生と家事従事者は低下傾向

にあり，罹患率の変化が患者数増加の要因ではなかった。なお，罹患率低下の要因として，長期在

留者の増加や出身国の罹患率の低下が示唆された。〔考察〕在留外国人の罹患率は低下傾向にあるが，

同じ就業状況の日本人の罹患率の数倍を示しており，患者の早期発見は重要な課題である。具体的

には，学生，労働者（特に臨時・日雇い），家事従事者に対する定期健診の普及や有症状時における

医療機関受診の勧奨が挙げられる。また，出身国の結核蔓延状況の改善が，在留外国人の罹患率に

影響する可能性があるので，周辺国への対策支援による日本国内の外国人の結核対策への寄与が期

待される。

キーワーズ：結核，外国人，就業状態，罹患率
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結核患者の情報を用いて，就業状況別に，性比，在留年

数，発見方法，国籍を検討した。また，上記の就業状況

別の結核患者数と推計した在留外国人数を用いて罹患率

を計算し，その推移を分析した。なお，家事従事者の母

数の推計については，外国人の労働力率が66.8%（http://

www.stat.go.jp/data/kokusei/2005/gaikoku/index.htm）なの

で，在留外国人統計における配偶者等と定住者と永住者

の和の33.2%を分母に用いた。

結 果

　Fig. 1に就業状況別（労働者，学生，家事従事者）の

在留外国人結核患者数の推移と，それぞれの母数と考え

られる就業状態の外国人数（推計外国人労働者，就学生

および留学生，配偶者，定住者，永住者）の推移を示す。

労働者では推計労働者数の増加に伴って結核患者数も増

加を示した（Fig. 1_1）。学生については，就学生（主に

日本語学校生）の増減と結核患者数の増減は対応してい

たが，留学生とは対応していなかった（Fig. 1_2）。家事

従事者では結核患者数は一定の傾向はなく，増加を続け

る永住者とは対応しなかった（Fig. 1_3）。

　Tableに2007～2008年の 2年間に登録された在留外国

人結核患者について就業状況別に性比，在留年数，発見

方法，国籍の分布を示す。就業状況別の在留期間を見る

と，常勤労働者と臨時日雇いは在留 5年以内の者が多く，

学生は在留 5年以内が大半を占め，家事従事者は在留 5

年以上が多く，無職・その他も在留 5年以上が多い。発

見方法では，医療機関受診が全体の71.3%を占めて最も

多い。就業状況別では，学生では学校健診が最も多く次

いで医療機関受診であり，労働者では医療機関が最も多

く次に職場健診となっている。家事従事者や無職・その

他は医療機関受診が大半を占めている。外国人結核患者

における就業状況別の発見方法の推移を見るために，

1998年，2003年，2007～08年間で比較すると，学生では，

学校健診発見が常に最も多く（43.8%，43.8%，50.9%），

次いで医療機関受診が多い（32.4%，35.4%，36.2%）。

常勤労働者では医療機関受診（73.3%，70.3%，72.5%），

ついで職場健診（16.8%，20.9%，20.5%）であった。臨 

時・日雇いでは医療機関受診（78.5%，85.8%，76.5%），

ついで職場健診（9.3%，6.6%，16.2%）であり，常勤労

働者より医療機関受診が多かった。家事従事者では医療

機関受診が大半を占めており（84.2%, 86.4%, 95.7%），住

民健診発見例は毎年数例にとどまった。各就業状況につ

いて調査期間中に発見方法の分布に大きな変動はなかっ

た。

　2007～2008年登録者に関する国籍別分布では，常勤

労働者では，中国（26.8%），フィリピン（21.3%），イン

ドネシア（8.7%），ブラジル（7.4%）の順であり，臨時・
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Fig. 1−1　Number of TB patients among foreign employees 
and estimate of foreign employees

Fig. 1−2　Number of TB patients in foreign students, 
foreign pre-college students, and foreign college students

Fig. 1−3　Number of TB patients in foreign housekeepers, 
spouses of Japanese, permanent and long-term residents



Ta
bl

e　
C

ha
ra

ct
er

is
tic

s 
of

 tu
be

rc
ul

os
is

 p
at

ie
nt

s 
w

ith
 a

lie
n 

ci
tiz

en
sh

ip
 

To
ta

l
Se

x 
ra

tio
M

 : 
F

R
es

id
en

ce
  

≦
5 

ye
ar

s 
R

es
id

en
ce

＞
 5

 y
ea

rs
  

M
od

e 
of

 c
as

e-
de

te
ct

io
n

C
iti

ze
ns

hi
p 

of
 c

ou
nt

ry
O

ut
-p

at
ie

nt
 

de
pa

rtm
en

t
Sc

ho
ol

 
he

al
th

 e
xa

m
.

C
om

pa
ny

 
he

al
th

 e
xa

m
.

C
on

ta
ct

 
su

rv
ey

O
th

er
s/

un
kn

ow
n

C
hi

na
Ph

ili
pp

in
es

K
or

ea
In

do
ne

si
a

B
ra

si
l

O
th

er
s

R
eg

ul
ar

 e
m

pl
oy

ee
61

9
32

7
29

2
36

0
25

9
44

9
1

12
7

24
18

16
6

13
2

41
54

46
18

0
(％

)
10

0
52

.8
 

:
47

.2
 

58
.2

 
41

.8
 

72
.5

 
0.

2 
20

.5
 

3.
9 

2.
9 

26
.8

 
21

.3
 

6.
6 

8.
7 

7.
4 

29
.1

 

Te
m

po
ra

ry
/d

ai
ly

 e
m

pl
oy

ee
26

0
11

8 
14

2 
15

7
10

3
19

9
1

42
2

16
66

67
15

20
28

64
(％

)
10

0
45

.4
 

:
54

.6
 

60
.4

 
39

.6
 

76
.5

 
0.

4 
16

.2
 

0.
8 

6.
2 

25
.4

 
25

.8
 

5.
8 

7.
7 

10
.8

 
24

.6
 

Se
lf-

em
pl

oy
ed

38
21

 
17

 
16

22
27

0
2

5
4

4
10

9
0

1
14

(％
)

10
0

55
.3

 
:

44
.7

 
42

.1
 

57
.9

 
71

.1
 

0 
5.

3 
13

.2
 

10
.5

 
10

.5
 

26
.3

 
23

.7
 

0 
2.

6 
36

.8
 

A
tte

nd
in

g 
sc

ho
ol

s
32

6
16

5 
16

1 
26

1
65

11
8

16
6

2
14

26
16

3
7

53
6

2
95

(％
)

10
0

50
.6

 
:

49
.4

 
80

.1
 

19
.9

 
36

.2
 

50
.9

 
0.

6 
4.

3 
8.

0 
50

.0
 

2.
1 

16
.3

 
1.

8 
0.

6 
29

.1
 

H
ou

se
ke

ep
er

s
13

9
3 

13
6 

44
95

13
3

0
1

2
3

22
77

12
5

3
20

(％
)

10
0

2.
2 

:
97

.8
 

31
.7

 
68

.3
 

95
.7

 
0 

0.
7 

1.
4 

2.
2 

15
.8

 
55

.4
 

8.
6 

3.
6 

2.
2 

14
.4

 

C
hi

ld
re

n 
< 

6 
ye

ar
-o

ld
6

3 
3 

5
1

4
0

0
2

0
0

3
0

1
0

2
(％

)
10

0
50

 
:

50
 

83
.3

 
16

.7
 

66
.7

 
0 

0 
33

.3
 

0 
0 

50
.0

 
0 

16
.7

 
0 

33
.3

 

Jo
bl

es
s 

&
 o

th
er

s
32

3
10

8 
21

5 
13

4
18

9
28

3
1

7
10

22
56

10
4

54
10

10
89

(％
)

10
0

33
.4

 
:

66
.6

 
41

.5
 

58
.5

 
87

.6
 

0.
3 

2.
2 

3.
1 

6.
8 

17
.3

 
32

.2
 

16
.7

 
3.

1 
3.

1 
27

.6
 

U
nk

no
w

n
76

35
 

41
 

28
48

61
0

2
2

11
10

29
5

1
2

29
(％

)
10

0
46

.1
 

:
53

.9
 

36
.8

 
63

.2
 

80
.3

 
0 

2.
6 

2.
6 

14
.5

 
13

.2
 

38
.2

 
6.

6 
1.

3 
2.

6 
38

.2
 

To
ta

l
17

87
78

0 
10

07
 

10
05

78
2

12
74

16
9

18
3

61
10

0
48

7
42

9
18

9
97

92
49

3
(％

)
10

0
43

.6
 

:
56

.4
 

56
.2

 
43

.8
 

71
.3

 
9.

5
10

.2
3.

4
5.

6
27

.3
24

.0
10

.6
5.

4
5.

1
27

.6

TB of Foreigners in Japan /H.Hoshino et al. 699

日雇いではフィリピン（25.8%），中国（25.4%），ブラ

ジル（10.8%），インドネシア（7.7%）と若干順位が変わっ

た。学生では中国（50%），次いで韓国（16.3%），家事

従事者では，フィリピン（55.4%），次いで中国（15.8%）

である。無職・その他でもフィリピンが最も多く（32.2 

%），次いで中国（17.3%），韓国（16.7%）が続いた。

　また，就業状況別の全結核罹患率の推移を検討した

（Fig. 2）。推計罹患率（人口10万対）の推移では，労働

者（分母は推計外国人労働者数）については46.3（1998

年）から49.5（2006年）と不変であったが，学生（分母

は在留外国人統計の就学生と留学生の和）では 116.2

（1998年）から94.0（2008年）と低下していた。また，家

事従事者（分母は在留外国人統計における配偶者等と定

住者と永住者の和の33.2%）の推計罹患率は22.7（1998 

年）から13.4（2008年）と低下していた。なお，喀痰塗

抹陽性肺結核罹患率では，労働者は 19.7（1998）から

19.0（2006）であり，学生は16.6（1998）から13.9（2008）

であり，家事従事者は8.5（1998）から3.6（2008）であり，

学生と家事従事者の低下傾向と労働者の停滞傾向は同様

に見られた。

考 察

　就業状況別の患者数や罹患率について，在留外国人人

口の増減，患者発見方策の変化，出身国の罹患率の変化，

在留期間の分布などの影響を検討し，今後の方策につい

て考察した。

在留外国人数

　在留外国人の増加に伴って外国人結核患者数が増加す

る現象は，米国や英国でも見られている2)3)8)。日本の在

留外国人登録者数9)は，1998年末の151.2万人から2008

年末では 221.7万人に増加した。就業状況別に見ても

Fig. 1_1から1_3で示したように，労働者，留学生，就

学生，永住者が増加した。また，国勢調査（http://www.

stat.go.jp/data/kokusei/2005/index.htm）における外国人数

でも 114.0万人（1995年）から 155.6万人（2005年）と

増加しており，就業状況別でも，労働力人口は19.2万人，

通学者は1.2万人，家事従事者は4.4万人増加した。1998

年以降について就業状況別の在留外国人結核患者数と在

留外国人数の関係について見ると，労働者については，

在留外国人数の増加と結核患者数の増加が対応してい

る。また，学生については，就学生数に結核患者数の推

移が対応している。以上より，1998から2008年における

労働者と学生における結核患者数の増加の要因に，在留

外国人数の増加があると考えられる。なお，家事従事者

については，結核患者数に一定の傾向はなく，外国人配

偶者と定住者数は不変だった。よって，母集団の一部で

ある永住者の増加の結核患者数への影響は小さいと思わ
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れる。今後，就業状況別の在留外国人人口の動向に留意

しながら，各就業状況別の外国人結核対策の整備や強化

を行うことが重要と考えられる。

患者発見活動の動向

　学生では入学時に健康診断が行われており，労働者で

は常勤労働者について就職年度とその後は毎年度に健康

診断が行われている。家事従事者が対象に含まれる住民

対象の結核健診は，2004年までは15歳以上，2005年か

らは65歳以上を対象として，胸部X線検査が行われて

きた。また，医療機関における結核発見は，調査期間中

に大きな変化はなく行われてきた。結果に示した発見方

法の分布の推移から，常勤労働者と学生については患者

発見状況に大きな変化はなく，結核患者数の増加の要因

ではないと考えられた。家事従事者について，住民健診

による患者発見数が低い理由としては，該当する年齢層

の低健診受診率（女性の25～34歳では45.8%）（平成16

年国民生活基礎調査 http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/

hw/k-tyosa/k-tyosa04/3-7.html）があり，健診対象年齢の

変更は，外国人家事従事者の発見状況には影響しなかっ

たと思われる。以上より，調査期間中における患者発見

状況に大きな変動はなく，発見患者数や罹患率の変化の

要因ではないと考えられる。なお，全結核罹患率の就業

状況間の違いは，健診発見割合の違い（高いほうから学

生＞労働者＞家事従事者の順番）が影響している可能性

がある。また，塗抹陽性肺結核罹患率で見ると，学生と

労働者の差が縮まることも，健診発見の影響を示唆する

知見であると考えられる。以上より学生の高い罹患率の

背景には健康診断による積極的な患者発見の影響があ

り，家事従事者の低い罹患率には健康診断を受診する機

会の少なさが影響している可能性が示唆された。

出身国の罹患率の推移

　主要な出身国の罹患率について，母国の推計罹患率

（人口10万対）の推移（1990年と2007年）を世界保健機

関の年次報告10)から検討した。中国（116から98へ低下），

フィリピン（393から290へ低下），ブラジル（84から48

へ低下），韓国（165から90へ低下），インドネシア（343

から228へ低下）であり，日本への入国者数が多い国は

すべて推計罹患率が低下傾向にある。これらの国の結核

蔓延状況の改善が，在留外国人における結核罹患率低下

の要因の一つである可能性が示され，日本の周辺国への

対策支援が，間接的に日本国内の結核状況の改善に貢献

する可能性が示唆された。米国については，出身国の結

核対策への支援が，本国の結核蔓延状況の改善に寄与す

るというモデルも報告されている11)。罹患率は低下傾向

にあるが，日本人の同じ就業状況の罹患率の数倍を示し

ており12)，それぞれの就業状況における患者発見の推進

の努力は，今後も重要な方策である。具体的には，学生

や労働者（特に臨時・日雇い）への定期健康診断の普及

や，家事従事者が有症状時に早期医療機関受診できる体

制整備，そして長期滞在予定者に対するQFT検査によ

る潜在結核感染者の積極的な発見・治療の有効性の検討

が考えられる。なお，家事従事者や労働者の罹患率が出

身国（中国，フィリピン，ブラジル）の罹患率よりも低

いが，その要因の 1つとして，来日前の健康診断等によ

る入国者の選別の影響が考えられる。しかし，その実態

（健診の実施状況やその質）把握はできなかった。

出身国別の患者分布

　1998～2008年における出身国の分布は2007年以降し

か得られないので，1993年の在留外国人結核患者の調

査結果13)と比較すると，出身国の罹患率が比較的高い中

国，フィリピンの結核患者数および割合が増加し，罹患

率が比較的低い韓国やブラジルの人数は微増にとどまっ

た。また，国勢調査を用いて就業状況別出身国別人数の

変化（1995年と2005年）を見ると，労働者では中国の増

加，ブラジル，フィリピンの漸増，韓国・朝鮮の漸減が，

通学者では中国の増加と韓国・朝鮮の低下が，家事従事
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者では中国とフィリピンの増加と韓国・朝鮮の低下が見

られた。以上より，どの就業状況でも罹患率が比較的高

い国が増加し，罹患率が比較的低い国は減少しているの

で，学生と家事従事者の罹患率の低下に出身国の分布の

変化が影響している可能性は低い。なお，労働者におけ

る罹患率の停滞は，出身国罹患率の低下と患者分布の変

動（中国出身者の増加と韓国・朝鮮出身者の減少）が相

殺している可能性はある。

在留期間の影響

　在留期間の差異による影響については，米国の研究で

は，入国後の期間が長くなるほど罹患率が低下すること

が観察されており，その要因として入国前の感染と発症

が指摘されている14)15)。現在日本に在住する外国人の在

留期間を把握することは難しいが，永住許可に関する実

務的な条件に，10年以上日本に継続して滞在すること

が含まれるので，永住者（特別永住者を除く）の推移か

ら推察が可能である。在留外国人統計を用いて1998年

末と2008年末を比較すると，永住者の人数，割合とも

増加している。また，国別に在留外国人中の永住者（特

別永住者を除く）割合を見ると，中国（11.6%から21.7 

%），韓国・朝鮮（11.6%から21.7%），フィリピン（11.6%

から21.7%）と 3国とも増加している。また，家事従事

者の母数となる配偶者と定住者と永住者（特別永住を含

む）の総計における永住者割合でも，56.8%（1998年末）

から64.4%（2008年末）に増加していた。また，入国時

年齢の分布がほぼ不変であることから，1998年末と

2008年末で在留外国人の年齢分布を，在留外国人統計

を用いて比較すると，全体では40歳以上が31.5%から

34.2%に増加しており，在留外国人の多い 3国について

は，中国は22.2%から20.4%に漸減しているが，韓国は 

47.1%から56.0%に増加し，フィリピンは8.9%から30.2 

%と大幅に増加していた。また，国勢調査の外国人統計

（15歳以上対象）で 1995年，2000年，2005年を比較す

ると，外国人家事従事者では，40歳以上の者の割合が 

37.3%，41.9%，45.9%と増加していたが，学生と労働者

ではそのような傾向は見られなかった。なお，学生につ

いては，日本語学校生は1.5万人（1998年）から3.5万

人（2008年）に 2.0万人増加したが，留学生数（その

60%が日本語学校を修了して進学する者）数は，5.1万

人（1998年）から12.4万人（2008年）に7.3万人増加し

ており（留学生の増加数および伸び率http://www.jasso.

go.jp/statistics/intl_student/ref07_01.html），外国人学生の

滞在期間は延びている可能性がある。また，結果で見た

ように，5年以上滞在している結核患者の割合でみると，

家事従事者では68.3%を占めており，学生（同19.9%）

や常勤労働者（同41.8%）に比して高かった。以上より，

外国人家事従事者については，長期に在留する外国人割

合の増加と，長期在留による結核罹患率の低下が，罹患

率低下の要因になっていると思われる。また，星野らの

報告でも，在留外国人の家事従事者の結核罹患率は年齢

が上がるほど低下しており，これらの考察の傍証となる

と思われる13)。なお，長期在留者の増加の影響は，外国

人学生では可能性が示されるにとどまり，労働者では否

定的であった。

ま と め

1. 在留外国人の結核患者数は増加傾向にあり，在留外

国人数（主に労働者と学生）の増加が主な要因と考え

られた。今後，就業状況別の在留外国人人口の動向に

対応して，外国人結核対策を強化することが望まれる。

2. 就業状況別の罹患率では，学生，労働者，家事従事

者の順であり，健康診断の受診状況，在留期間の違い

が要因として示唆された。

3. 学生と家事従事者の罹患率を1998年と2008年で比較

すると，低下しており，母国の罹患率の低下傾向，在

留期間の長い者の増加が要因として考えられた。

4. 罹患率は低下傾向にあると言っても，日本人の同じ

就業状況の罹患率の数倍を示しており，それぞれの就

業状況における患者発見の推進の努力は，今後も重要

な方策となると思われる。特に，罹患率の高い外国人

学生や労働者（特に臨時・日雇い）に対する定期の健

康診断の実施や外国人家事従事者が有症状時に早期

に医療機関を受診できる体制作り，そして長期滞在予

定者に対するQFT検査による潜在結核感染者の積極

的な発見・治療の有効性の検討等が望まれる。

5. 出身国の結核蔓延状況の改善が，入国者の結核罹患

率の低下に寄与している可能性がある。周辺国（中国，

韓国，フィリピン等）への結核対策の技術的支援が，

日本国内の在留外国人の結核対策に寄与する可能性

がある。
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